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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回　　　　　次
第41期
第１四半期
連結累計期間

第42期
第１四半期
連結累計期間

第41期

会　計　期　間
自　平成24年３月１日
至　平成24年５月31日

自　平成25年３月１日
至　平成25年５月31日

自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日

売上高 (千円) 10,273,11910,209,61740,814,538

経常利益 (千円) 227,918 255,365 1,224,060

四半期(当期)純利益 (千円) 109,176 127,490 627,370

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △126,518 △167,801 1,794,254

純資産額 (千円) 16,473,55317,823,71218,192,831

総資産額 (千円) 33,442,62335,817,74735,435,795

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 7.59 8.87 43.64

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 49.0 49.4 51.0

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

(1)業務提携基本契約

契約会社名 相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

セントラル警備保

障㈱(当社)

東日本旅客鉄道

㈱

 (ＪＲ東日本)

業務提携基本

契約書

当社との資本提携及びＪＲ東日本グ

ループに対する警備サービスの提供に

関する業務提携（対価：物件ごとの個

別警備契約書による）。

平成９年12月18日

締結、以後１年ご

との自動更新

　

　
　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したもので

あります。

　

(1) 業績の状況

（経営成績）

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、昨年末の政権交代による経済政策への期待感か

ら、円高是正や株式市況の復調など、景況感に回復の兆しが見られるようになってまいりましたが、実

体経済は未だ回復には至らず、欧州の財政不安や新興国の景況下振れに伴う影響が懸念されるなど、先

行き不透明な状況が続いております。

当警備業界におきましては、安全・安心を求めるニーズは引き続き高いものの、価格競争の激しい大

変厳しい経営環境に置かれております。

このような状況の中、当社グループは前連結会計年度からスタートした新中期経営計画「ＣＳＰパ

ワフル50計画」の２年目を迎えます。昨年度に引き続き、画像関連サービスの拡販と鉄道営業力の強化

に注力し、筋肉質で競争力のあるパワフルな企業を目指してまいります。

その結果、当第１四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高は102億９百万円（前

年同期比0.6％減）となりました。利益面につきましては、営業利益２億５千２百万円（前年同期比

12.8％増）、経常利益２億５千５百万円（前年同期比12.0％増）、四半期純利益１億２千７百万円（前

年同期比16.8％増）となりました。

セグメントごと及び業務別の業績は次のとおりであります。
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① セキュリティ事業

常駐警備部門につきましては、臨時警備が堅調だったこともあり、当第１四半期連結累計期間の売上

高は51億９千４百万円（前年同期比0.9％増）となりました。

機械警備部門につきましては、厳しい企業間競争の中、解約防止と売上増に努めた結果、当第１四半

期連結累計期間の売上高は32億８千６百万円（前年同期比1.0％増）となりました。

運輸警備部門につきましては、集配金サービスに尽力した結果、当第１四半期連結累計期間の売上高

は６億８千２百万円（前年同期比0.7％増）となりました。

工事・機器販売部門につきましては、大型案件が減少したこともあり、当第１四半期連結累計期間の

売上高は７億８千４百万円（前年同期比15.0％減）となりました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間のセキュリティ事業セグメントの売上高は99億４千８百

万円（前年同期比0.6％減）、セグメント利益（営業利益）は１億９千９百万円（前年同期比5.5％

増）となりました。

② ビル管理・不動産事業

ビル管理・不動産事業につきましては清掃業務や電気設備の保安業務等の建物総合管理サービス及

び不動産賃貸を中心に事業を行っております。当第１四半期連結累計期間のビル管理・不動産事業セ

グメントの売上高は２億６千１百万円（前年同期比2.9％減）、セグメント利益（営業利益）は５千３

百万円（前年同期比51.0％増）となりました。

　

（財政状況）

当第１四半期連結累計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ３億８千１百万円増加し、358億

１千７百万円（前連結会計年度末比1.1％増）となりました。その主な内容は、現金及び預金の増加３

億３千８百万円、有価証券の増加３億円、投資有価証券の減少４億６千５百万円などであります。

負債は、前連結会計年度末に比べ７億５千１百万円増加し、179億９千４百万円（同4.4％増）となり

ました。その主な内容は、短期借入金の増加３億１千２百万円、賞与引当金の増加６億３千４百万円、長

期借入金の減少２億６千８百万円などによるものです。

純資産は、利益剰余金の減少７千３百万円、その他有価証券評価差額金の減少３億３百万円などによ

り、前連結会計年度末に比べ３億６千９百万円減少し、178億２千３百万円（同2.0％減）となりまし

た。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間において、当社グループにおける研究開発活動の状況に重要な変更はあ

りません。

　

(4) 生産、受注及び販売の状況

（生産実績）

当社グループは生産活動を行っておりませんが、当第１四半期連結会計期間末日現在実施中のセグメ

ントごとの契約件数は、次のとおりであります。なお、当第１四半期連結累計期間において、契約件数の著

しい増減はありません。

　

セグメント名称及び業務別名称 契約件数(件) 前年同四半期比(％)

(セキュリティ事業) 　 　

常駐警備 855 101.3

機械警備 78,505 105.6

運輸警備 2,612 102.1

小計 81,972 105.5

(ビル管理・不動産事業) 364 102.2

合計 82,336 105.5

　

（販売実績）

当第１四半期連結累計期間におけるセグメントごとの販売実績は、次のとおりであります。なお、当第

１四半期連結累計期間において、販売実績の著しい増減はありません。

　

セグメント名称及び業務別名称 金額(千円) 前年同四半期比(％)

(セキュリティ事業) 　 　

常駐警備 5,194,689 100.9

機械警備 3,286,042 101.0

運輸警備 682,904 100.7

工事・機器販売 784,501 85.0

小計 9,948,138 99.4

(ビル管理・不動産事業) 261,479 97.1

合計 10,209,617 99.4

　　(注) １　上記金額には消費税等を含んでおりません。

　　２　総販売実績に対する主な相手先別の販売実績の割合が10％未満のため、主要な販売先については記載を省略

しております。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年５月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年７月16日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,816,692 14,816,692
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 14,816,692 14,816,692 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年３月１日～
平成25年５月31日

― 14,816,692 ― 2,924,000 ― 2,781,500

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 　 平成25年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）

― ―
普通株式 439,500

（相互保有株式）

普通株式 15,800

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,331,100 143,311 ―

単元未満株式 普通株式 30,292 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 　 14,816,692― ―

総株主の議決権 ― 143,311 ―

(注) １　「単元未満株式」には当社所有の自己株式51株が含まれております。

２　「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が2,100株(議決権21個)、「単元未満株式数」に

は、同名義の株式が71株含まれております。

　
　

② 【自己株式等】

平成25年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
セントラル警備保障㈱

東京都新宿区西新宿
二丁目４番１号
新宿NSビル

439,500 ― 439,500 3.0

（相互保有株式）
㈱トーノーセキュリティ

岐阜県多治見市
上野町五丁目
38番１号

15,800 ― 15,800 0.1

計 ― 455,300 ― 455,300 3.1

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年３月１日

から平成25年５月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年３月１日から平成25年５月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,660,273 7,999,080

受取手形及び売掛金 669,125 553,812

未収警備料 3,542,529 3,477,696

有価証券 － 300,000

貯蔵品 625,251 709,299

その他 2,728,666 3,115,485

貸倒引当金 △13,559 △12,288

流動資産合計 15,212,287 16,143,086

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 5,810,998 5,816,199

減価償却累計額 △2,510,354 △2,565,183

建物及び構築物（純額） 3,300,644 3,251,015

警報機器及び運搬具 11,343,902 11,465,397

減価償却累計額 △8,897,539 △8,997,295

警報機器及び運搬具（純額） 2,446,363 2,468,101

土地 2,955,980 2,955,980

その他 1,198,726 1,230,297

減価償却累計額 △896,297 △921,511

その他（純額） 302,429 308,786

有形固定資産合計 9,005,418 8,983,884

無形固定資産 1,473,011 1,398,431

投資その他の資産

投資有価証券 6,350,507 5,885,416

その他 3,431,670 3,443,228

貸倒引当金 △37,099 △36,299

投資その他の資産合計 9,745,078 9,292,345

固定資産合計 20,223,507 19,674,661

資産合計 35,435,795 35,817,747
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年５月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,222,840 1,085,957

短期借入金 1,131,979 1,444,732

未払法人税等 368,693 392,169

前受警備料 275,495 276,703

預り金 4,879,713 4,774,012

賞与引当金 840,257 1,474,350

役員賞与引当金 43,600 53,125

その他 2,584,015 3,003,431

流動負債合計 11,346,594 12,504,481

固定負債

長期借入金 2,336,500 2,068,413

退職給付引当金 148,853 146,871

役員退職慰労引当金 28,715 30,154

資産除去債務 217,495 218,400

その他 3,164,804 3,025,713

固定負債合計 5,896,369 5,489,553

負債合計 17,242,963 17,994,035

純資産の部

株主資本

資本金 2,924,000 2,924,000

資本剰余金 2,784,157 2,784,157

利益剰余金 9,662,046 9,588,256

自己株式 △394,292 △394,329

株主資本合計 14,975,910 14,902,084

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,115,581 2,812,540

繰延ヘッジ損益 △8,312 △8,128

その他の包括利益累計額合計 3,107,269 2,804,412

少数株主持分 109,651 117,215

純資産合計 18,192,831 17,823,712

負債純資産合計 35,435,795 35,817,747
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年３月１日
　至 平成25年５月31日)

売上高 10,273,119 10,209,617

売上原価 8,299,485 8,165,179

売上総利益 1,973,634 2,044,438

販売費及び一般管理費

給料及び手当 666,564 684,541

賞与引当金繰入額 125,927 129,028

役員賞与引当金繰入額 10,625 10,625

退職給付費用 21,112 17,867

その他 925,062 949,410

販売費及び一般管理費合計 1,749,291 1,791,472

営業利益 224,342 252,966

営業外収益

受取利息 930 359

受取配当金 9,680 5,017

受取保険料 3,455 5,607

その他 11,728 13,577

営業外収益合計 25,795 24,562

営業外費用

支払利息 20,658 18,765

その他 1,561 3,397

営業外費用合計 22,220 22,163

経常利益 227,918 255,365

特別利益

固定資産売却益 － 210

特別利益合計 － 210

特別損失

固定資産除却損 157 2

特別損失合計 157 2

税金等調整前四半期純利益 227,760 255,573

法人税、住民税及び事業税 393,020 372,578

法人税等調整額 △278,574 △250,248

法人税等合計 114,445 122,330

少数株主損益調整前四半期純利益 113,315 133,243

少数株主利益 4,139 5,752

四半期純利益 109,176 127,490
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年３月１日
　至 平成25年５月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 113,315 133,243

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △239,671 △301,319

繰延ヘッジ損益 △162 274

その他の包括利益合計 △239,833 △301,045

四半期包括利益 △126,518 △167,801

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △131,122 △175,366

少数株主に係る四半期包括利益 4,604 7,564
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【継続企業の前提に関する事項】

　該当事項はありません。
　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　該当事項はありません。
　
【会計方針の変更等】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成25年３月１日  至  平成25年５月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成25年３月１日以後に取得し

た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、これによる当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響額は軽微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
　

【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期
間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に
係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとおりで
あります。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年３月１日
至  平成24年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年３月１日
至  平成25年５月31日)

減価償却費 316,024千円 343,164千円

のれんの償却額 4,361千円 4,156千円

　

(株主資本等関係)

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成24年３月１日  至  平成24年５月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月24日
定時株主総会

普通株式 201,286 14.00平成24年２月29日 平成24年５月25日 利益剰余金

　
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計
期間の末日後となるもの
該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自  平成25年３月１日  至  平成25年５月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月23日
定時株主総会

普通株式 201,280 14.00平成25年２月28日 平成25年５月24日 利益剰余金

　
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計
期間の末日後となるもの
該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

セントラル警備保障株式会社(E04799)

四半期報告書

13/17



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成24年３月１日  至  平成24年５月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：千円)

　
報告セグメント

調整額
(注１)

四半期連結損益
計算書計上額
(注２)

セキュリティ
事業

ビル管理・
不動産事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 10,003,719269,40010,273,119― 10,273,119

  セグメント間の内部売上高又は振替高 1,049 68,848 69,897△69,897 ―

計 10,004,768338,24910,343,017△69,89710,273,119

セグメント利益 188,645 35,697 224,342 ― 224,342

(注) １．調整額△69,897千円は、セグメント間取引消去によるものです。

２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自  平成25年３月１日  至  平成25年５月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：千円)

　
報告セグメント

調整額
(注１)

四半期連結損益
計算書計上額
(注２)

セキュリティ
事業

ビル管理・
不動産事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 9,948,138261,47910,209,617― 10,209,617

  セグメント間の内部売上高又は振替高 1,047 70,996 72,044△72,044 ―

計 9,949,186332,47610,281,662△72,04410,209,617

セグメント利益 199,063 53,902 252,966 ― 252,966

(注) １．調整額△72,044千円は、セグメント間取引消去によるものです。

２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴

い、当第１四半期連結会計期間より、平成25年３月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人

税法に基づく方法に変更しております。

これによる当第１四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年３月１日
至  平成24年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年３月１日
至  平成25年５月31日)

１株当たり四半期純利益金額 7円59銭 8円87銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(千円) 109,176 127,490

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 109,176 127,490

普通株式の期中平均株式数(千株) 14,377 14,377

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２５年７月９日

　

セントラル警備保障株式会社

取　締　役　会　御　中

　

有限責任監査法人トーマツ 　
　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　石　井　 　哲　也　　㊞

業 務 執 行 社 員　

　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　鈴　木　　　 　努　　㊞

業 務 執 行 社 員　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセン
トラル警備保障株式会社の平成25年３月１日から平成26年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結会
計期間(平成25年３月１日から平成25年５月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年３月１日から
平成25年５月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、セントラル警備保障株式会社及び連結子会社
の平成25年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に
表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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